
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成18年8月1日
担当部・課：セネガル事務所

1．案件名

（和）安全な水とコミュニティ活動支援計画（フェーズ2）

（仏）Projet d'Eau Potable pour Tous et d'Appui aux activites Communautaires （PEPTAC
Phase 2）

（英）Project on safe water and community activities （PEPTAC Phase 2）

2．協力概要

（1）プロジェクトの概要

タンバクンダ州を中心とする地域の対象サイトにおいて、「持続的に安全な水の利用が確保される」
ことを目的に、1）行政、民間業者、住民の連携による給水施設維持管理システム構築、2）対象サイ
ト（レベル2：動力式ポンプを利用した管路系給水網）における利用者水管理組合（ASUFOR）の普
及・定着、3）手動式給水施設（レベル1：手動式ポンプが設置された深井戸）の維持管理モデル試
行、4）住民の衛生習慣改善を目指すプロジェクト。あわせて、5）数カ所の実証サイトにおいてコ
ミュニティ活動を実施する。

（2）協力期間

2006年10月1日～2010年3月31日（3年6ヶ月）

（3）協力総額（日本側）

約5億円

（4）協力相手先機関

農業・地方水利・食糧安全保障省 維持管理局

（5）裨益対象者及び規模、等

直接裨益対象者：タンバクンダ州及びカザマンス地方の農村住民 約97,500人

ア ASUFOR啓蒙普及

1）直接対象地域：タンバクンダ州（首都から南東の方角へ400-800km）

プロジェクト対象：35サイト
裨益人口：52,500人（1,500人×35サイト＝52,500人）

2）セネガル側独自普及地域：タンバクンダ州及びカザマンス地方

プロジェクト対象：30サイト
裨益人口：45,000人（1,500人×30サイト＝45,000人）

イ コミュニティ活動サイト

実証サイト：案件開始時2サイト、終了時3サイト以上（いずれも上記ア1）より選定）
裨益人口：1,500人×3サイト以上＝4,500人以上

（補足）案件終了後の裨益効果

協力終了後、先方が継続的にASUFOR啓蒙普及を実施すると想定した場合、最終的には約35万人の裨



益効果が期待される。

1,500人×253サイト【現存するレベル2給水サイト】＝352,500人

※サイト数＝タンバクンダ州136+カザマンス地方117

技術移転の対象

タンバクンダ州維持管理本部、同本部所管維持管理センター（6ヶ所）、対象サイトの水管理組合

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

我が国はセネガルの地方給水分野を重点課題として取り上げ、約20年にわたり協力を実施してきた。
この間、112カ所の給水施設（上述の「レベル2」に相当。セネガルに現存する同様の施設数の約
10％強）を整備した。この結果、約35万人の村人が安全な水にアクセスできるようになり、また約
60万頭の家畜にも安定的に水が供給されるに至った。多くの女性や子供達がこれまでの水汲み労働か
ら解放されるとともに、より衛生的な生活を享受できるようになるなど、地域社会に大きく貢献して
いる。

ハード面での協力の一方で、給水施設を自立的・持続的に維持管理するためのマネジメント・システ
ムの確立が同様に重要になってきている。住民自らが給水施設の維持管理に直接参加する仕組み、そ
して行政や技術者によるコミュニティ支援の仕組みづくりが不可欠である。

このような中、JICAは2003年2月～2006年1月までの間、「安全な水とコミュニティ活動支援計画
プロジェクト（フェーズ1）」（PEPTAC1）を実施した。PEPTAC1では支援対象として、日本の協力
で整備された給水サイトのうち24サイトを選定し、1）住民参加型の水管理組合（Association des
Usagers de Forage=ASUFOR）の啓蒙・普及を支援するとともに、2）ASUFOR、行政、維持管理を
請け負う民間パートナーの協力による維持管理体制の確立を目指した。また3サイト（※）について
は、3）水管理のためのコミュニティをベースに、地域住民の生活改善や村落開発につなげるための
活動（「コミュニティ活動」）を支援する試みを実施した。2005年11月に実施された合同評価委員
会では、右プロジェクトは当初目的を十分に達成したとの評価を得た。特に1）、2）については、セ
側の自助努力により、57サイトで自主的にASUFORの啓蒙普及活動が実施されたことは高く評価され
た。

※コミュニティ活動実施の3サイトのうち、2サイトは前出の24サイトから選定。1サイトはすでに
ASUFOR活動が活性化していたサイトを選定して実施した（上記24サイトの別数）。

3）については、水管理組合の組織や人材、資金を活用して、農村の生活所向上につなげていこうと
する日本独自の取り組みであり、今後の西アフリカの新しい開発モデルとして発展させていくことが
期待される。

他方、ASUFORの啓蒙普及は、他ドナーでも実施されてきたが、サイトのほとんどか首都に近い地域
に位置している。PEPTAC1では、意欲的に全国に散在するサイトを選定して「全国展開」を図った
が、遠隔地域のタンバクンダ州、独立紛争により開発から取り残されてきたカザマンス地方などで
は、ASUFORの普及はいまだ十分はかられていない。例えば、タンバクンダ地域におけるASUFORの
普及率は9.6％（全国平均42％）、カザマンス地方では2.3％に過ぎない。農業・水利・食糧安全保
障省の組織上は、タンバクンダ維持管理本部と、6の維持管理センターが、同地域に所在する250以
上のレベル2給水施設の維持管理を行うこととなっているが、行政によるフォローはこのように十分
ではない。

かかる状況の中、本件協力ではタンバクンダ州を中心とした地方において、住民、行政、民間業者の
協力による給水施設維持管理体制を確立し、同地域における持続的な「安全な水へのアクセス」確保
を目指すこととした。またコミュニティ活動実証サイトでは、ASUFORによる組織、人材、資金を活
用し、新しい農村開発のモデルを実証することとした。

（2）相手国政府国家政策上の位置付け



セネガルでは、現在PRSP第2フェーズが実施に移されつつあり、農村地域での安全な水へのアクセス
向上はその中心課題のひとつとなっている。政府は、2005年に給水分野の「水と衛生に関するミレ
ニアムプログラム」【通称PEPAM】を策定し、安全な水へのアクセス向上を図ることを決定し
た。PEPAMは、都市・村落にわたる上・下水の課題を包括的に含んでいるが、村落給水分野において
は、農村人口のうち1）現在64％の給水人口を82％に向上すること、2）このためには230万人に追
加的に給水を実施する体制を整える必要があること、3）右を達成するためには現存約1,000の管路
系給水網を約1,800に増設する必要があること、4）目標達成のために、住民、行政、民間、ドナー
などの協調・相互協力が不可欠であることが述べられている。本技術協力は、主に4）の部分に直接
的に貢献することが期待される。

（3）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付（プログラムにおける位置付）

本技術協力は、セネガル政府・ODAタスクフォースで確認を行っている「協力重点8分野」（村落給
水、保健、教育、人的資源育成、環境、農業、水産、インフラ開発）の一分野に位置づけられてい
る。JICA国別事業実施計画においては、援助重点分野『基礎生活の向上』の「安全な水プログラム」
に位置づけられ、その重要プロジェクトの一つとなっている。

4．協力の枠組み

（1）協力の目標（アウトカム）

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値

【プロジェクト対象サイトにおいて、持続的に安全な水の利用が確保される。】

指標：ASUFORの運営機能が「優良」以上と判定されるサイトの数、（※フェーズ1におけるASUFOR
評価基準18項目を適用）、給水停止となる施設故障の発生頻度、コミュニティ活動が自主的に運営さ
れるサイト数、セネガル側によるASUFOR啓蒙普及サイト数

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値

【対象地方において、持続的に安全な水の利用が確保される。】

指標：対象地域におけるプロジェクト対象サイト以外でのASUFOR啓蒙普及サイト数、プロジェクト
実証サイト以外でのコミュニティ活動実施サイト数

（2）成果（アウトプット）と活動

1. 行政・民間業者・住民の連携による給水施設の維持管理システムが構築される。

指標：行政によるASUFORの啓蒙普及活動サイト数、ASUFORと民間業者間の契約数、住民負担によ
る修理実施件数。

活動：ベースライン調査、給水施設維持管理状況インベントリ作成、維持管理実施体制のあり方確
認、オペレータ再教育・新規訓練、給水施設小規模改修、民間業者・住民の維持管理契約検討など。

2. 直接対象サイトにおいてASUFORが適切に運営される。

指標：水料金徴収率、従量制導入率、住民総会開催数、役員への女性の登用率、住民の衛生知識

活動：直接対象サイトの選定、カウンターパートに対するASUFOR教育、普及員への教育・研修、対
照そんへの啓蒙普及、モニタリング体制の確立、普及活動のフィードバック、間接対象サイトへの適
用など。

3. 手動式給水施設の維持管理モデルを試行する。

指標：維持管理センター用維持管理ハンドブック案の作成、試行サイトの数。

活動：現況調査、維持管理も出る案の議論、維持管理センター・村落レベルでの試行など。



4. 直接対象サイトにおいて住民の衛生習慣が改善する。

指標：住民の保健衛生知識の理解度、アンケートによる行動様式の変化（共同水栓における清掃活動
の頻度、手洗いの徹底度、衛生知識の普及度など。）

活動：保健衛生プログラムの策定、衛生巡回教育の実施、フォローアップの実施など。

5. コミュニティ活動が実施される。

指標：ASUFORへの収入、（農業活動を実施する場合は）耕作物種類の増減、住民の生産知識レベル

活動：実証サイトの選定、プログラム策定、生産多様化等の活動実施、モニタリング・評価など。

（3）投入（インプット）

1）日本側（総額500百万円、民間活用型技術協力プロジェクトとして本邦コンサルタントに委託）

専門家派遣（総括、住民組織化、給水施設、水資源、啓蒙普及、コミュニティ活動、ジェン
ダー・社会配慮等、年間25-30m/mを予定）
供与機材（活動用車両・修理用工具一式等、約50百万円）
研修員受入（カウンターパート6名程度）
現地活動費（マニュアル・啓蒙普及費、移動燃料費、農業・養鶏等活動費）
小規模施設改修

2）セネガル国側（総額27百万円）

カウンターパート配置
プロジェクト事務所施設・土地手配
ASUFOR住民積立金等

（4）外部要因（満たされるべき外部条件）

1）前提条件

住民がプロジェクトに反対しない。
住民に水料金負担能力がある。
地下水ポテンシャルが大幅に低下しない。
カザマンス地方の政情・治安が極端に悪化しない。

2）成果達成に対する前提条件

農業・地方水利・食糧安全保障省内で必要な内部調整が適切に行われる。

3）プロジェクト目標達成に対する前提条件

大規模な旱魃や病虫害が発生しない。
セネガル政府の給水行政に大きな変更が生じない。

4）上位目標達成に対する前提条件

カウンターパートに大幅な異動が生じない。
保健医療水準が悪化しない。

5．評価5項目による評価結果

下記の視点から評価した結果、協力の実施は適切と判断される。

（1）妥当性

本案件は下記の理由から、妥当性は高いと評価される。



セネガル国家計画において、農村地域への持続的な水の供給は重点課題として位置づけられてい
る。
わが国のODA大綱ならびにセネガル国に対する援助重点分野、JICA国別事業実施計画と整合性
が取れている（上記3．（3）参照）。
自立的な維持管理体制を整備することは、セネガル国給水セクタープログラム「PEPAM」に直
接貢献するものである。
対象地域はASUFOR啓蒙普及率が低く、またドナー間の分担も明確であり、実施対象地域の選定
は妥当である。
日本がこれまで実施してきた給水分野での経験、協力隊や専門家などが実践してきた「村落直接
アプローチ」、そして当地で経験を重ねてきたコンサルタントリソースなどに恵まれており、日
本の協力経験を生かせる分野での協力といえ、有効性が高い。

（2）有効性

本案件は下記の理由から、有効性は高いと評価される。

セネガル政府による地方給水分野の維持管理行政に関する分析では、増加する給水施設に対し、
これらを維持管理する行政サービス機関の実施体制、人員・装備・予算が追いついておらず、こ
のことが安全な水への持続的アクセスを阻んでいることが指摘された。これらを受け、セ政府は
ドナーの協力のもと、「住民自治による持続的・自立的給水施設維持管理体制の確立」と、「行
政の直接的維持管理業務からの撤退」を進めているところ。本件協力では、フェーズ1における
経験をもとに、最もASUFOR普及が遅れ、また地理的・社会的に行政によるサポートが難しい地
域を対象として展開するもので、案件の有効性はきわめて高い。
本件協力により、タンバクンダ州のみならず、カザマンス地方を含む97,500の直接裨益人口が
見込まれるほか、フェーズ1で見られたような先方の自立発展で、さらに多くの裨益人口を見込
むことができ、極めて有効である。

（3）効率性

本案件は下記の理由から、効率的な実施が見込まれる。

フェーズ1の成果を踏まえて実施するものであり、マニュアルや啓蒙普及ツールなどの開発コス
トの分、効率化を図ることができる。また、フェーズ1で育成されたカウンターパートの協力を
得ることも可能であり、立ち上がりにおける効率性を高めることができる。
啓蒙普及活動の補助、衛生教育、ベースライン・インパクト調査などに、最大限ローカル・リ
ソースを活用することを想定している点で、効率性を高めている。
実施対象州を限定しており、専門家の移動コスト削減、また民間業者活用の誘引を高めるなどの
点で、効率性を高めている。

（4）インパクト

本案件のインパクトは以下のように予測できる。

本プロジェクトは、案件を通じて育成されたカウンターパート人材が、本件対象サイトをモデル
として、自立発展的に給水施設維持管理体制を普及していくことを目指したものであり、対象地
域全体への波及効果が高く期待できる。
安全な水への継続的なアクセスは、疾患などの保健医療、子供の就学率、生活水準向上などにも
深く関係している。給水指標の改善は、その他の社会指標改善の第一歩となる、大きなインパク
トをもつ。
コミュニティ自体による維持管理体制の確立と、民間業者の活用は、これまで行政が抱えてきた
実務を、事実上「分権」化し、あるいは「民営化」するものであり、インパクトが大きい。
本プロジェクトの上位目標が目指すところは、単にコミュニティ自体による給水施設維持管理に
とどまらず、最終的にはASUFORの運営を通じて育った人材や組織、蓄えられた資金などをコ
ミュニティ開発につなげようとする、いわば「水を基点としたコミュニティ開発」を目指すもの
で、人間の安全保障の観点からもインパクトは大きい。
持続的な飲料水供給は、女性の社会参加促進の面でもインパクトが大きい。すなわち、単に水汲



み労働から解放するにとどまらず、ASUFORの組織運営への参加や、コミュニティ活動を通じた
キャパシティ・デベロップメントにも深く貢献する。

（5）自立発展性

本案件は以下の理由から自立発展性が見込まれる。

本プロジェクトは、行政レベルで、案件終了後も先方側で持続的にASFORの啓蒙普及を行うこ
とを意図しており、先方による自立発展性は高い。フェーズ1でも、先方の独自による普及が継
続実施されている。
住民レベルでは、給水施設維持管理にとどまらず、住民自治のポテンシャルや、生活向上に向け
たモチベーションを高めるものでもあり、自立発展性は高い。

6．貧困・ジェンダー・環境等への配慮

（1）開発の遅れたタンバクンダ州、カザマンス地方の農村住民を直接のターゲット層としており、
貧困削減に貢献するプロジェクトである。また、給水施設の維持管理に留らず、「水を基点としたコ
ミュニティ開発」につなげる試みを含んでおり、貧困削減のモデルを構築するプロジェクトでもあ
る。

（2）ハード整備により、水汲み労働から解放された女性グループを、社会参加に取り込む視点を含
んでおり（ASUFOR役員の半数以上を女性とする、コミュニティ活動は女性グループをターゲットと
して展開する、等）、ジェンダー課題に資する案件である。

（3）従量制の料金体系導入、水資源管理に関する活動（水資源ポテンシャルの確認、水利用ガイド
ライン策定など）を含んでおり、自然資源保全に配慮した案件であるといえる。また、衛生教育では
排水や衛生環境の改善などの内容を含んでおり、環境保全に資する案件である。

7．過去の類似案件からの教訓の活用

技術協力プロジェクト「安全な水とコミュニティ活動支援計画（フェーズ1）」、無償資金協力「地
方村落給水計画」などの案件における経験、教訓を基に、形成された案件である。

1. 本件フェーズ1協力では、終了時に先方がすでに自立的にプロジェクトを発展させていくレベル
にまで能力・モチベーションを高めることができた。この要因のひとつには、当地の事情を熟知
した専門家の技術・知見が極めて有効であったことが挙げられる。

2. 面的な広がりを持って給水施設維持管理体制を定着させようとする場合には、協力対象地域を
絞って展開することがより効果的である。特に民間業者の活用、専門家・カウンターパートの移
動コスト縮減、村落間での相互協力などの面で有効である。

3. 類似協力を実施するドナーとの情報交換は極めて有効である。フランス、ベルギーなどと調整し
ながら日本の協力で取りまとめた「ASUFOR啓蒙普及マニュアル」は、フェーズ2において継続
使用するに値する。

4. 村落レベルでは、ジェンダーや民族間での係争が生じることもある。このような場合には、外部
者としての介入が有効な場合もあるが、他方無理にASUFORの啓蒙普及を図らず、カウンター
パート・住民に結論をゆだねる姿勢をとることも重要である。

5. コミュニティ活動サイトは、その他のASUFOR啓蒙普及サイトに「将来像」を提示するという意
味で、極めて効果が高い。

6. フェーズ1では、ハード整備はコンポーネントとして含まずに案件形成を行ったが、ハードの問
題のため、住民ポテンシャルの高い村落でも協力対象にできなかった村落がある。逆にハード整
備のインセンティブで住民参加意識を醸成することも有効であり、本件には小規模改修をコン
ポーネントとして加えることとした。

8．今後の評価計画

（1）案件当初に「ベースライン調査」、終了年度に「インパクト調査」を実施し、指標推移を観察
する。



（2）2009年度に「終了時評価調査」を実施する。


